
○活動予算書の作成について

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書はそれぞれ別に作成する。

３ 設立時の資金がある場合は、設立当初の事業年度に設立時正味財産額としてその額を記載す
る。翌事業年度以降は、前年度の活動予算書に次期繰越正味財産額として掲げた額を、前期繰越正
味財産額として記載する。

４ 「事業費」とは、法人の事業の実施のために直接要する支出で、管理費以外のものをいい、会
計処理上は、事業の種類ごとに区分して記載する。事業費の例としては、「○○事業費」（注…当
該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げられる。

５ 特に、支出規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、総支出額に占め
る管理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、営利を目的としないも
のであることという法定要件への適合性の判断材料となる。

６　３部作成する。



（定款に「その他の事業」の定めがない法人）

科　　　　　　目

Ⅰ　経常収益
　１　受取会費
　　　正会員受取会費
　　　賛助会員受取会費
　２　受取寄附金
　　　受取寄附金
　　　施設等受入評価益
　３　補助金収入
　　　今治市補助金
　４　事業収益
　（１）○○○事業収益
　（２）△△△事業
　５　その他収益
　　　受取利息
　　　雑収益
　　　経常収益計 0 0

Ⅱ　経常費用
　１　事業費
　（１）人件費
　　　給料手当
　　　法定福利費
　　　退職金給付費用
　　　福利厚生費
　　　有償ボランティア
　　　人件費計 0
　（２）その他経費
　　　原材料仕入高
　　　工賃
　　　光熱水費
　　　機械リース料
　　　消耗品費
　　　車両費
　　　燃料費
　　　保険料
　　　旅費交通費
　　　支払利息
　　　その他経費計 0
　事業費計 0
　２　管理費
　（１）人件費
　　　役員報酬
　　　給料手当
　　　法定福利費
　　　退職金給付費用
　　　福利厚生費
　　　人件費計 0
　（２）その他経費
　　　会議費
　　　通信費
　　　水道光熱費

○○年度　活動予算書

法人成立の日から　　　○○年○○月○○日まで

特定非営利活動法人○○○○

金額（単位：円）



　　　保険料
　　　賃借料
　　　旅費交通費
　　　消耗品費
　　　雑費
　　　施設等評価費用
　　　減価償却費
　　　支払利息
　　　その他経費計 0
　管理費計 0
経常費用計 0
当期経常増減額 0

Ⅲ　経常外収益
　　経常外収益計 0 0

Ⅳ　経常外費用
　　経常外費用計 0 0
　　当期正味財産増減額 0
　　設立時正味財産額
　　次期繰越正味財産額 0



（定款に「その他の事業」の定めがない法人）

科　　　　　　目
Ⅰ　経常収益
　１　受取会費
　　　正会員受取会費
　　　賛助会員受取会費
　２　受取寄附金
　　　受取寄附金
　　　施設等受入評価益
　３　補助金収入
　　　今治市補助金
　４　事業収益
　（１）○○○事業収益
　（２）△△△事業
　５　その他収益
　　　受取利息
　　　雑収益
　　　経常収益計 0 0

Ⅱ　経常費用
　１　事業費
　（１）人件費
　　　給料手当
　　　法定福利費
　　　退職金給付費用
　　　福利厚生費
　　　有償ボランティア
　　　人件費計 0
　（２）その他経費
　　　原材料仕入高
　　　工賃
　　　光熱水費
　　　機械リース料
　　　消耗品費
　　　車両費
　　　燃料費
　　　保険料
　　　旅費交通費
　　　支払利息
　　　その他経費計 0
　事業費計 0
　２　管理費
　（１）人件費
　　　役員報酬
　　　給料手当
　　　法定福利費
　　　退職金給付費用
　　　福利厚生費
　　　人件費計 0
　（２）その他経費
　　　会議費
　　　通信費
　　　水道光熱費

 ○○年度　活動予算書

○○年○○月○○日から ○○年○○月○○日まで

特定非営利活動法人○○○○
金額（単位：円）



　　　保険料
　　　賃借料
　　　旅費交通費
　　　消耗品費
　　　雑費
　　　施設等評価費用
　　　減価償却費
　　　支払利息
　　　その他経費計 0
　管理費計 0
経常費用計 0
当期経常増減額 0

Ⅲ　経常外収益
　　経常外収益計 0 0

Ⅳ　経常外費用
　　経常外費用計 0 0
　　当期正味財産増減額 0
　　設立時正味財産額
　　次期繰越正味財産額 0


